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序章

アイシャドウや口紅に光沢を加える目的で配合さ
れる原料「マイカ」を生産する主要国インドでは、
約二万人の子供が劣悪な環境であるマイカ鉱山で働
いており、サプライチェーンのほとんどがマイカの
起源を曖昧にすることで利益を得ている。しかし、
日本での化粧品業界における人権問題についての一
般認知度は低く、エシカルコスメは動物実験問題や
環境問題に焦点が当てられたものが多い印象だ。な
ぜ化粧品業界における人権問題についての一般認知
度は低いのだろうか。本論文は、化粧品業界におけ
る人権問題への取り組みと課題を明らかにするもの
である。そのためにまず、人権問題やエシカルコス
メについての定義や児童労働の実態を確認する。次
に、利益のためには生産工程を秘匿化し原価を最小
限に抑えざるをえず、生産者側も黙認しているため
内密にされるという仮説を立て、海外財団や各国化
粧品会社の取り組みを調査し、今後の課題を抽出す
る。

第一章　定義と先行研究

第一節 人権問題

まず、人権問題について定義を確認する。法務省 1

によると、人権とは「すべての人々が生命と自由を
確保し、それぞれの幸福を追求する権利」と定義づ
けている。人権問題は企業と密接に関わっており、
人権侵害が発覚すると大きな損失が生じる可能性が

ある。1997 年、世界的アパレルブランド「ナイキ」
において、インドネシアやベトナムなどの東南アジ
ア工場にて児童労働問題が発覚し、消費者による不
買運動が広がった。2007 年には、ウズベキスタン
において綿花収穫時の児童労働が発覚した。このよ
うな企業における人権侵害問題が多く見受けられた
ことを背景に、2011 年、国際連合 2 は「ビジネスと
人権に関する指導原則」を策定した。これは、「①
人権を保護する国家の義務②人権を尊重する企業の
責任③救済へのアクセス」という 3 つの基盤原則か
ら成り立っている。

同年、経済協力開発機構 (OECD)3 は多国籍企業行
動指針に「人権デューデリジェンス」に関する規定
を追加した。人権デューデリジェンスとは、企業の
事業・サプライチェーンおよびビジネス上の関係に
おける人権への負の影響を特定し評価するものであ
り、本指針では「企業は人権を尊重する責任があり、
自企業及び取引先の活動等において、適切に人権
デューデリジェンスを実施すべき 4」と求めている。
これらの国連等の動きは世界各国に影響を及ぼして
おり、経済産業省 (2022)5 によると、2015 年から現
在にかけ、イギリスやフランス、オランダ、オース
トラリアでは人権デューデリジェンスに関する開
示・報告を義務づける法律が導入されている。2021
年には、アメリカがウイグル強制労働防止法を策定
した。欧米諸国で人権デューデリジェンスに関する
法整備が着実に進められているが、2022 年現在、
日本含むアジア諸国では法整備がなされている国は
存在しない。

日本政府がビジネスと人権に関する方針を正式に
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定めたのは 2020 年 10 月と、直近のことである。
2022 年 9 月、日本政府は「責任あるサプライチェー
ン等における人権尊重のためのガイドライン 6」を策
定したが、これには法的拘束力はない。日本におい
て企業の人権問題について認知度が低い要因とし
て、日本政府の動きが世界各国よりも遅れたという
ことが挙げられるのではないだろうか。企業と人権
問題について、調査会社ロベコ SAM の担当者 (2018) 
7 は、「日本企業の人権対策は、自社の従業員の労働
問題がいまだ中心。―会社の行動規範は従業員の管
理に焦点を当て、サプライヤー視点に立っていない
ことが多い」と述べている。政府が東証上場企業を
対象に実施したアンケート調査「サプライチェーン
における人権に関する取組状況のアンケート調査 8」
によると、対象企業 2800 社のうち、アンケートに
回答した企業は 760 社、そのうち人権デューデリ
ジェンスを実施していると回答した企業は 392 社で
あった。全対象企業の 2 割にも満たず、日本でサプ
ライチェーンと人権に関する取り組みを行っている
企業は未だ少数であるのが現状であるといえる。

第二節　エスカルコスメ

次に、エシカルについて定義を確認する。消費者
庁 (2017) 9 によると、エシカル消費とは「人、社会、
環境、地域、動物に配慮したさまざまな消費活動の
総称」と定義している。発端は 1989 年、イギリス
の消費者団体エシカルコンシューマーである。エシ
カル消費の日本での認知度は、消費者庁実施 (2020)

「エシカル消費に関する消費者意識調査報告書の概
要について 10」によると、12.2％。エシカル消費への
興味度は 2016 年では 30.1% であったが 2019 年には
59.1% と上昇している。消費者のエシカルへの関心
度は年々上昇傾向にある。

本 論 文 で 扱 う エ シ カ ル コ ス メ に つ い て、
Ruth(2020)11 は以下のように定義づけている。

①　 環境 ( 動物実験を行わない・動物性成分を使
わない・オーガニック )

②　社会 ( 地域の農業等を支援している )
③　 人 ( フェアトレードであるか・生産者に適切

な報酬が支払われているか )

これらの条件を満たしたものがエシカルコスメと
されるが、日本ではエシカルコスメについて明確な
基準は定められていない。企業ホームページや個人
発信のブログサイト等にて紹介されているエシカル
コスメは、多くの場合、環境問題や動物実験問題の
みに焦点が当てられており、人権問題に関して述べ
ているものは全くない。先行研究文献についても、
エシカル消費について述べている文献は多く存在し
ているが、エシカルコスメと人権問題に焦点が当て
られた日本語論文は見つけることが出来なかった。
なぜエシカルコスメ、とりわけ化粧品業界における
人権問題についての認知度は低いのだろうか。

第三節 マイカと児童労働

JICA(2022) は、児童労働について、「義務教育を
妨げる労働や 18 歳未満の危険・有害な労働のこと。
また、2021 年現在、世界では約 1 億 5 千万人が児
童労働に従事している。12」と説明している。

アメリカやイギリスにおいては、コスメと児童労
働問題マイカについての文献が一定数存在する。本
節では、その中から Nita, 他 (2016)13 と Lexy(2019)14

を紹介する。
Nita, 他 (2016) はマイカ鉱山に蔓延する児童労働

問題について以下のように説明している。

マイカ生産国インドでの 3 か月にわたる調査
では、ビハール州、ジャールカンド州、ラジャ
スタン州、アーンドラプラデーシュ州に児童労
働が蔓延していることがわかった。インドは鉱
物の世界最大の生産国の一つであり、マイカは
化粧品や自動車、電子機器などで使用されてい
る。中国の好景気と世界的な天然化粧品ブーム
によるマイカへの関心は、インドにある違法業
者を急がせ、儲かる闇市場を作り出している。
子供たちが集めたマイカは、違法鉱山で採掘し
たことを隠されて輸出される。

インド鉱山局によるとマイカ生産量は、2013
年時点で 19,000 トンである。しかし、輸出量
は 128,000 トン、そのうち 62% が中国へ、続い
て日本、アメリカ、オランダ等へ続く。この数
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字の食い違いを鉱山局に問い合わせても、返答
は一切無かった。児童労働によって採掘された
マイカは、様々な加工業者や輸出業者に販売さ
れるが、取引は全て携帯電話上で行われるため、
紙の痕跡が残らない。

Lexy(2019) は、コスメと児童労働問題について以
下のように説明している。

インドのマイカ鉱山では推定約 22,000 人の
子供が働いており、化粧品に使用される高品質
なマイカの 60% はインドからである。化粧品
の成分リストには「マイカ」や「ケイ酸アルミ
ニウムカリウム」と記載されている。子供たち
は 1 日 20 ～ 30 ルピー ( 日本円で 30 ～ 40 円 )
を稼ぐ。他に選択肢がなく、学校にも通えず、
マイカを採掘することが唯一の収入だ。しかし、
常に怪我や感染症、死亡のリスクにさらされて
いる。1 か月で 20 人以上の死亡者が発生して
こともあるが、政府に報告はされず、実際の死
者数を把握することは困難である。

多くの化粧品会社は黙認しているが、イギリ
スを本社に持つ化粧品会社 LUSH は、2012 年
から NGO と協力し、児童労働を行わないと保
証しているサプライヤーを選択し天然マイカを
仕入れ始めている。しかし 2014 年、サプライ
チェーンに問題が生じている可能性があると指
摘され、サプライヤーに確認するも第三者によ
る事実確認や透明性の確保が不可能であったこ
とをうけ、天然マイカ使用の断念を発表した。
代わりに環境に優しい合成マイカを使用するこ
とを決定し、成分リストには「合成フルオロフ
ロゴパイト」と記載されている。一方で、児童
人権保護団体 Terre des Hommes は「撤退し
ても問題は解決しない。運営者をおき、労働者
の安全を確保し、労働者が正しい対価を得られ
るよう関わり続けることが重要」と指摘してい
る。私たちが問い合わせたすべての化粧品会社
は、自社のマイカがインドのどこで生産された
ものであるかをどのように保証しているかにつ
いてのコメントを拒否した。多くのブランドは、

化粧品産業がこうしたコミュニティに複雑で根
深い依存関係を作り出していることを認識し、
変革のために団結しようとワーキンググループ
に参加しているが、進展は緩やか。そのグルー
プ の 一 つ が、「Responsible Mica Initiative

（RMI）」である。

RMI とは、インドのマイカ鉱山での児童労働を
根絶することを目的として、フランス・パリにて設
立された非営利団体 15 のことである。マイカ鉱山で
は、複雑なサプライチェーンが児童労働を隠蔽へと
導いている。企業はただマイカの使用を控えるので
はなく、フェアトレードを行えるよう支援すること
が求められている。本論文では、RMI などの機関
の活動や、日本と海外の化粧品会社の人権問題への
取り組みを調査し分析する。

第二章　海外機関の取り組み

第一節 RMI の取り組み

まず、RMI の取り組みを紹介する。RMI は、主
に 3 つの柱からなる全体論的アプローチを採用する
ことにより、児童労働の根本的な原因に対処しよう
としている。一つ目の柱はマイカサプライチェーン
マッピング。自社製品のマイカ供給源と、インドの
輸出業者、加工業者、鉱山をマッピングし、サプラ
イチェーンの透明化を図るものである。二つ目は村
の支援。マイカ鉱山での労働を強いられている子供
達に教育や医療等を提供する。三つ目は法的枠組み。
責任あるマイカサプライチェーンを確立する法律や
規定の作成を支援する。RMI の活動は会員の会費
により賄われている。加入している化粧品会社は、
CHANEL や LOREAL、CLARINS、H&M、 資 生
堂などの 18 社である。RMI の参加者は、マイカ加
工業者や鉱山経営者に対し、良好な労働環境を確保
するための職場基準の採用を要請し、基準を守るよ
う支援する必要がある。職場基準は 2017 年に RMI
が開発したもので、内容には、法律を遵守している
か、労働者に公正な賃金が支払われているか、衛生
面は確保されているか、といったものがある。
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第二節 KSCF16 と BBA17 による取り組み

次 に、KSCF と BBA の 取 り 組 み を 紹 介 す る。
KSCF と は、Kailash Satyarthi Children’s 
Foundation（カイラシュ・サティーアーティー児童
財団）という、児童労働や児童人身売買、児童結婚、
児童性的虐待といった児童の問題を解決に導くこと
を目標とするインドを拠点に置く財団である。
BBA とは、Bachpan Bachao Andolan（子供を守ろ
う運動）という、児童労働や人身売買に反対し、子
供に教育を受ける権利を促進しようとするインドを
拠点に行われている運動のことである。これらの財
団には、MAC やボビーブラウン、エスティローダー
といった化粧品会社が参加し、資金の援助をしてい
る。主な活動として、「子供議会」という取り組み
がある。ここは子供が大人と一緒に村の発展につい
て話し合う場所であり、子供が政府と面会し、児童
労働の改善や、学校や教師の増員などを直接要求す
ることが出来る。これらの財団は村を一つ一つ回り
子供達と直接関わることで、子供達に教育を与え、
医療やインフラも手に入れられるよう支援してい
る。

第三章　化粧品会社の取り組み

第一節 ロレアルの取り組み

次に、海外の化粧品会社として、ロレアルの取り
組みを調査する。ロレアルとは、ロレアルパリやシュ
ウウエムラ、メイベリン等のブランドを展開する、
フランスに本社を持つ化粧品会社である。その規模
は世界最大であり、2021 年年間売上高は 3 兆円 18 に
上る。Zain,Ika(2021)19 によると、ロレアルは、2014
年に使用マイカに児童労働関与の疑いを指摘され認
め、その後インドのマイカ供給業者に解決策を提案、
2017 年には RMI 設立メンバーの一員となり、Fair 
Wage Network と も 協 力 し て い る そ う だ。Fair 
Wage Network とは、公正な賃金の実現や維持を
支援する NGO20 である。また、ロレアル公式ホー
ムページには、人権方針として以下の三つの方針が
掲げられている。

① 全てのサプライヤーや下請け業者の労働者の人
権を尊重する

② マイカを含む原材料のサプライチェーンが、合
法的で人権を尊重したサプライヤーから調達さ
れていることを確認する

③ 海外サプライヤーが強制労働の容疑で調査され
た場合、直ちに外部監査人を派遣し、労働条件
等の事実確認を行う 21

さらに、国連グローバル・コンパクト (UNGC) に
署名している。UNGC とは、国連と民間が手を結び、
健全なグローバル社会を築くための世界最大のサス
テナビリティイニシアチブ 22 のことであり、他に署
名している日本の化粧品会社には資生堂や KOSE
がある。資生堂や KOSE といった日本の化粧品会
社の取り組みについては後述する。UNGC は、「あ
らゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、児童労働の
実効的な廃止を支持するべき 23」「サプライヤーと協
働し、環境・労働・人権に関して責任ある調達を行
わねばならない 24（CSR 調達）」といった内容を含む
10 原則が定められている。これらのことから、ロ
レアルは、マイカの使用を中止するのではなく、他
組織と連携しサプライチェーンの透明性を確保する
ことで児童労働から子供たちを救おうとしていると
いうことがわかる。
第二節 資生堂の取り組み

次に、国内の化粧品会社として資生堂の取り組み
を調査する。資生堂は、クレ・ド・ポーボーテや
NARS、アネッサといったブランドを展開している
化粧品会社である。国内のみならず海外にも事業を
展開しており、2021 年年間売上高は 1 兆円を超え、
その規模は日本最大だ。UNGC に署名し、人権
デューデリジェンスに関する仕組み構築している企
業の一つである。資生堂が 2020 年に発表した報告
書「2020 年度 『奴隷労働および人身取引』に対す
る資生堂グループの声明 25」によると、2015 年に英
国で試行された英国現代奴隷法に基づき、自らの事
業及びそのサプライチェーンにおいて奴隷労働その
他の隷属状態の下での労働ならびに人身取引が発生
しないことを確保するために実施している取り組み
を開示し、自らの事業およびサプライチェーンにお
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ける奴隷労働および人身取引に対して全面的に反対
の意思を堅持していることを表明している。英国に
おける現代奴隷法の制定は、日本企業にも大きな影
響を与えた。

同報告書の中で、マイカに関して、2017 年 5 月
に RMI に加盟し、マイカサプライチェーンのトレー
サビリティ向上、児童労働を含む奴隷労働の改善を
目指した活動を支援したと説明している。具体的な
活動例として、インドの 80 の村の 1,166 世帯にお
ける収入を農業、畜産などの代替的な生計手段を通
じて改善し、学校に通っていない子供達の 44% 以
上が定期的に通学できるようにしたこと等を挙げて
いる。資生堂公式ホームページには、行動指針とし
て、「①社会的懸念のない生産者から供給されるマ
イカを使用する②天然マイカだけでなく、社会的懸
念が少ない合成マイカも使用する 26」という方針を
掲げている。

資生堂は、マイカについて言及している国内唯一
の化粧品会社であった。ただマイカの使用を中止す
るのではなく、RMI に加盟することで、学校に通
えていない子供達を通学できるようにするなど、子

供達を児童労働から解放することが出来るよう支援
している。図は公式ホームページに掲載されている、
サプライヤーアセスメントプログラムである。責任
ある調達を達成するための具体的なプロセスを確立
させることで、サプライチェーンの透明性を確保し
ているということがわかる。

第三節 アジアの化粧品会社の取り組み

第一章では、欧米諸国において人権デューデリ
ジェンスに関する法整備が進んでいると述べたが、
本節では主に法整備が進んでいない、アジア諸国の
企業に着目する。本節では、マイカ含む人権問題に
ついて、企業公式ホームページに具体的な取組内容
の記載がなかったブランドに対し、商品に関し問い
合わせ等を行うことで現状を確認する。今回は、数
多く存在する化粧品会社の中から、私たち学生に馴
染み深いブランドを四つピックアップし調査した。
問い合わせ内容は、「化粧品に含まれているマイカ
は児童労働の懸念がないものが使用されているか」
というマイカの安全性を確認するものである。問い
合わせ方法としては、主に企業公式ホームページに
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図 : 資生堂サプライヤーアセスメントプログラム
出典：資生堂 , 「サステナブルで責任ある調達の推進」, https://corp.shiseido.com/jp/sustainability/rights/procurement.html 
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ある問い合わせフォームを利用し行う。
一つ目は、日本に本社を持つ IDA グループが展

開しているブランド「キャンメイク」。IDA グルー
プはキャンメイクの他に、セザンヌ等のブランドを
展開している企業である。キャンメイクの化粧品価
格は主に 1000 円以下と手ごろな価格が中心で、学
生は勿論幅広い年齢層から人気のプチプラコスメ
( 低価格帯コスメ ) だ。企業公式ホームページには、
環境方針の理念は掲げているものの人権問題につい
ての記載はなかった。問い合わせは、キャンメイク
ブランド公式ホームページにある問い合わせフォー
ムから行った。上記問い合わせの結果、「トレーサ
ビリティがとれている天然マイカを使用している」
という返答があった。トレーサビリティとは、原料
を誰が生産したのか、追跡が可能である状況のこと
だ。児童労働の関わりがないと断言はされていない
が、マイカを調達する段階で、誰によって生産され
たものかを把握しているということが伺える。

二つ目は、日本に本社を持つ KOSE が展開して
いるブランド「コスメデコルテ」。KOSE は、低価
格帯から高価格帯まで幅広く事業を展開している化
粧品会社であり、UNGC に署名している企業の一
つである。コスメデコルテの他に、ジルスチュアー
トやアディクション等のブランドを展開している。
コスメデコルテは、5000 円前後の中・高価格帯が
中心で、週刊粧業 27 によると、コロナ禍でも売上は
好調、特に 30 代以下の新規購入者率が増加してい
るそうだ。KOSE 公式ホームページには、マイカに
ついての記載はないが、人権尊重の責任方針が掲げ
られており、人権デューデリジェンスの仕組みを構
築する旨の記載がある。問い合わせは、コスメデコ
ルテ公式ホームページにある問い合わせフォームか
ら行った。問い合わせの結果、「原料を採用する段
階で、児童労働の関わりがないことを確認してから
調達を行っている」との返答があった。人権尊重の
方針が掲げられているように、マイカを調達する際
にも人権デューデリジェンスが実施されているとい
うことが伺える。

三つ目は、中国に本社を持つ中国発祥コスメブラ
ンド「Joocyee（ジューシー）」。2021 年に日本に初
上陸し、以後 SNS 上で大きな注目を浴びたブラン

ドである。企業ホームページには人権方針等の記載
は無かった。問い合わせは、ブランドの日本公式ホー
ムページが見つからなかった為、日本公式代理店の
ホームページにある問い合わせフォームを利用して
行った。上記問い合わせの結果、「輸出基準に合っ
ている、成分の割合が少ない安全な天然マイカを使
用している」との返答があった。一般に、化粧品を
輸出する際には、現地の国の基準に適合しているか、
一定の基準を満たし、尚且つ現地政府の許可を得る
必要がある。日本の化粧品輸入基準には、化粧品の
安全性や有効性を問うものは含まれているが、サプ
ライチェーンにおける人権侵害がないか、といった
人権問題に関する問いは含まれていない。また、中
国では人権デューデリジェンスに関する法律等の整
備はされていない。現時点では、輸入基準に適合し
ている、という点のみで児童労働の懸念のない化粧
品と判断することは困難であると考えられる。

四つ目は、韓国に本社を持つアイファミリー株式
会社が展開している、韓国発祥コスメブランド

「rom&nd（ロムアンド）」。ロムアンドは、日本の
化粧品口コミサイトで多くの賞を受賞するなど、近
年話題の韓国コスメブランドである。企業ホーム
ページには人権方針の記載は無かった。問い合わせ
は、日本公式ホームページが見つからなかった為、
韓国公式ホームページにある問い合わせフォームか
ら韓国語を用いて行った。問い合わせの結果、確認
のため返答まで時間がかかるとの回答があり、問い
合わせから一か月以上が経過した現在も返答待ちと
いう状況である。

また、韓国では、人権デューデリジェンスに関す
る法整備はされていないが、2018 年に韓国政府に
より、企業と人権に関する行動計画が定められてい
る。グローバルコンパクト韓国協会 (GCNK) も存在
しており、GCNK28 によると、現在 299 社の韓国企
業が加盟しているそうだ。GCNK に加盟している
韓国化粧品会社としては、アモーレパシフィックが
挙げられる。日本でも人気のある、イニスフリーや
エチュードハウス等のブランドを展開している企業
だ。企業公式ホームページには、マイカについての
記載はないが、持続可能なサプライチェーンの管理
方法を掲げている。公式ホームページ 29 によると、
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サプライヤーに対し、児童労働に関与していないか、
公正な賃金が保証されているかといった評価を行
い、違反が見受けられた際には支援プログラムを提
供するそうだ。

Lianne (2021) は、マイカのコストについて以下
のように述べている。

ブロックチェーンを使用しサプライチェーン
の鉱物の原産地を確認する事業開発のディレク
ターである Yue Jin Tay 氏は、金やコバルト
などの高価な原材料と比較すると、マイカはか
なり安く生産できる原料と指摘している。責任
ある調達を確認するコストは、経済的に意味を
持たないことがある。30

安価なマイカは、サプライチェーンの透明性を確
保しようとすると、経済面において赤字になる可能
性がある。そうした状況の中で、マイカについて具
体的な方針を掲げているロレアルや資生堂等の企業
の製品については安心して購入することができると
推察する。ホームページに人権対策についての記載
がない企業に関しては根拠となる文言がないため実
態を確認することは難しいが、企業に問い合わせを
することは現状を把握する一つの手段である。他に、
企業は人権方針を掲げているか、RMI に加盟して
いるか、UNGC に署名しているか、といった事項
を確認することも判断材料の一つとして有効である
と考えられる。日本でサプライチェーンと人権に関
する取り組みを行っている企業は未だ少数であると
前述したが、RMI に加入している資生堂や UNGC
に署名している KOSE は、人権対策にいち早く取
り組み始めた数少ない企業の一つといえる。

終章　結論と課題

本稿は、なぜ化粧品業界における人権問題につい
ての一般認知度が低いのか、化粧品業界における人
権問題への取り組みを明らかにするために、海外財
団や国内外の化粧品会社の取り組みを調査してき
た。第一章では、日本国内において消費者のエシカ

ル消費への関心度は年々上昇する中で、サプライ
チェーンに関する人権対策を行っている企業が少数
であることや、日本ではエシカルコスメについて明
確な定義が無いということ、インドでのマイカ鉱山
でのサプライチェーンは現状を把握することが困難
であるほど未発達であることを確認した。第二章で
は、海外機関の取り組みとして RMI や BBA を紹
介し、化粧品会社が連携し公正な取引が行えるよう
支援しているということを確認した。第三章では、
海外や日本の化粧品会社の取り組みを調査した。ロ
レアルや資生堂はただマイカの使用を中止するので
はなく、UNGC への署名や RMI などの他組織と連
携することで、サプライチェーンの透明性を確保し
ているということが明らかになった。人権デューデ
リジェンスに関する法整備がなされていないアジア
においても、KOSE やアモーレパシフィックなど、
サプライチェーンと人権に関する取り組みを行って
いる企業も多く存在している。一方で、企業ホーム
ページに人権問題への取り組みに関する記載が無
く、本当に透明性が確保されているのか懸念が残る
企業も存在するということも事実である。

最後に、化粧品業界における人権問題についての
一般認知度が低い理由と今後の課題を論じる。一般
認知度が低い理由として、主に以下の三つの理由が
考えられる。

一つ目は、日本政府による人権方針の決定が直近
であり、企業とサプライチェーンに関する人権対策
を行っている日本企業が少数であること。自社従業
員に対する人権対策のみを行っている企業が多いと
いうことから、消費者の関心も自社従業員に留まり、
サプライチェーンまでは関心を持っていない者が多
いということが予測される。

二つ目は、海外では化粧品と人権問題について検
証が行われている一方、日本国内で行われている研
究は一切ないということ。化粧品は人の肌と密接に
関わるものであり、一つでも成分に異常が生じてい
ると、直ぐ肌に炎症が及ぶ可能性がある。環境問題
や動物実験問題のみならず、化粧品を取り巻く化粧
品業界やサプライチェーンにおける人権問題につい
て、より多くの研究がなされても良いのではないだ
ろうか。
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